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 豪州は，普遍的価値と戦略的利益を共有する戦略的パートナー。日豪ＥＰＡは，豪州との貿易・投資を含
む経済関係の強化，更には二国間関係の緊密化に寄与。 

 

 豪州は，これまで日本が締結した二国間ＥＰＡのパートナーとして最大（第４位（注））の貿易相手国。 
 （注）日本の貿易相手国（2012年） 1位:中国，2位:米国，3位:韓国  

 貿易，投資，知的財産，競争，政府調達等，幅広い分野を含む包括的協定。アジア太平洋地域の
ルール作りに資する高い水準の規律を確保。 
 

 豪州は米国とＦＴＡを締結済み，韓国と妥結済みであり，中国等との交渉も推進中。こうした
中，関税撤廃，投資・サービス分野の自由化約束等を通じ，豪州市場における日本企業の競争力確
保に寄与。また，政府調達章を設け，ＷＴＯ政府調達協定に加盟していない豪州の政府調達市場へ
のアクセスを改善。 
 

 投資の自由化・保護・促進に係る待遇（内国民待遇，最恵国待遇等），包括的で高い水準の知的
財産の保護，商用訪問者等の入国・一時的滞在許可の約束や手続の簡素化等を通じ，日本企業が円
滑に活動できる環境を整備。 
 

 豪州は日本の主要なエネルギー・鉱物資源及び食料の調達先。日豪ＥＰＡでは，エネルギー・鉱
物資源章に加え，日本のＥＰＡで初めて食料供給章を設け，安定的な関係の重要性を確認。特定の
品目について輸出を制限する措置を導入しないよう努めることを約束し、輸出を制限する措置を導
入する場合でもこれを限定し，また，情報提供・協議ができる仕組みを整備。 

 

日・オーストラリア経済連携協定（日豪ＥＰＡ）の意義 

主な成果  
 
2003年7月  
共同研究開始を決定（首
脳会談）  
 
2005年4月 
・共同研究終了 
・政府間研究（第二次共同
研究） 開始で一致（首脳
会談） 
 
2006年12月 
・第二次共同研究終了 
・交渉開始を決定 
（首脳電話会談） 
 
2007年4月～2012年6月 
16回の交渉会合 
（その後，閣僚折衝や実務
協議を継続） 
 
2014年4月 
大筋合意 
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出典：財務省貿易統計（２０１３年） 

    豪州貿易統計（２０１３年） 
 

日本→豪州（２０１３年） 
対豪輸出総額 約１．７兆円 

豪州→日本（２０１３年） 
対豪輸入総額 約５．０兆円 

物品貿易 

（日本からの輸入額の約99.8%が無税化）（2013年豪州貿易統計） 
鉱工業品 
・大部分の品目につき即時関税撤廃 
・自動車 
  ・我が国からの完成車輸出額の約75％が即時関税撤廃 
  ・特に主力の1500cc超3000cc以下のガソリン車は全て即時関 
   税撤廃 
  ・残る完成車も３年目での関税撤廃 
・自動車部品：即時を含む主に３年目以内での関税撤廃 
・鉄鋼：即時又は５年目での関税撤廃 
・一般機械、電気機械（いずれも自動車部品除く）：即時 
 関税撤廃 
農林水産品 
・全ての品目につき即時関税撤廃 

往復貿易額の約95％を協定
発効後10年間で関税撤廃 自動車 

45.2% 

石油製品 
18.9% ゴムタイヤ及び

チューブ 
3.6% 

建設用・鉱

山用機械 
3.1% 

自動車の

部分品 
2.4% 

事務用機器 
1.6% 

原動機 
1.3% 

貴石等の製品類 
1.3% 

鉄鋼のフラッ

トロール製品 
1.1% 

それ以外 
21.3% 

石炭 
29.8% 

石油ガス類 
29.4% 

鉄鉱石 
19.9% 

非鉄金属鉱 
4.0% 

牛肉（生

鮮・冷凍） 
2.7% 

原油及

び粗油 
1.9% 

アルミニウム

及び同合金 
1.9% 

パルプウッド

等 
1.0% 

チーズ及び

カード 
0.8% 

その他 
8.6% 

（豪州からの輸入額の約93.7%が無税化）（2013年財務省貿易統計） 

 
鉱工業品 
・ほぼ全ての品目を即時から10年間で関税撤廃 
 
農林水産品（コメ，食糧用麦，砂糖，脱脂粉乳・バター等は関

税撤廃等の対象から除外又は将来の見直し） 
・牛肉：冷凍…段階的に18年目に19.5％まで削減 
        冷蔵…段階的に15年目に23.5％まで削減 
    ※輸入量が一定量を超えた場合に関税率を引き上げる 
     セーフガードを導入 
・チーズ：関税割当等 
・麦：飼料用については民間貿易に移行し無税化 



税関手続の透明性，関税法令の適正な執行及び物品の速やかな通
関のための枠組みを定めるとともに，協力・情報交換を促進。 

電子送信に係る関税不賦課，デジタル・プロダクトの無差別待遇，消
費者及び個人情報の保護等について規定。情報交換，中小企業及
び非政府機関の電子商取引の利用促進等に係る協力についても定
める。 

情報交換による協力の促進，科学的協議等を行う小委員会を設置。
小委員会の調整及び相手国の照会に応ずる調整当局を指定。 

投資財産設立段階及び設立後の内国民待遇及び最恵国待遇，特
定措置の履行要求の禁止，正当な補償等を伴わない収用の禁止，
投資家対国家の紛争解決手続について再協議を行うことを定める
他，ネガティブリスト方式（留保を付した分野以外は自由化を約束）を
採用。また、外資の投資審査基準額を緩和。 

国際規格等の扱い，相手国の強制規格及び適合性評価手続の扱
い，強制規格等の作成における透明性について定める。情報交換
や協議を行う小委員会を設置。 

競争を促進するために，各国が適当と認める措置をとるととも
に，反競争的行為に対する取組に関して協力する。また，消費
者保護を促進するために情報交換等を行う。 
 

食料及びエネルギー・鉱物資源分野の重要性にかんがみ，安定的
な供給，特定の品目について輸出を制限する措置を導入しないよう
努めることを約束し、輸出の制限を導入する場合でも制限の限定・
情報提供・協議等について規定。食料供給章が日本のＥＰＡに規定
されるのは本協定が初。 

十分にして効果的かつ無差別な保護を確保し，知的財産の保護に
関する制度の運用における効率性及び透明性を促進し，侵害に対
する知的財産権の十分かつ効果的な行使のための措置をとることを
定める。 
 

内国民待遇，最恵国待遇，数量・外資規制，現地における拠点等に
関する規律を定める。ネガティブリスト方式（留保を付した分野以外
は自由化を約束）を採用。電気通信サービス，金融サービスについ
ても追加的な約束を規定。 
 

政府調達市場への参加を促進するため，内国民待遇及び無差別待
遇，入札等の調達手続，調達の効果を減殺する措置の禁止，透明
性の確保等について定める。 

商用訪問者，企業内転勤者，投資家等の自然人，また，その配偶者
と子に対する入国及び一時的な滞在の許可に関する約束を規定。
手続の簡素化，迅速化及び透明性の向上についても定める。 

経済関係の一層の緊密化を目的として，貿易及び投資の促進につ
き協議するために，政府関係者に加え，産業界関係者も招請可能な
小委員会を設置。 
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